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「死亡災害防止緊急対策」 

 

 大阪労働局（局長 西岸正人）では、大阪府下の死亡災害が９月から急

増し、１１月１０日現在、前年同期比１１．９％増で推移しており、本年

の死亡者数が昨年の６３名を超える事態が懸念されることから、「死亡災

害防止緊急対策」を実施することとした。 

 特に、死亡災害が急増している製造業（１１月１０日現在１３人、前年

同期比＋７人、＋１１６．７％)及び、業種別で最多の建設業（１１月１０

日現在、１６人、前年同期比＋３人、＋２３．１％）を対象とし、１２月

に大阪府下のすべての労働基準監督署による集中的な立ち入りによる監督

指導、個別指導等を実施することとしている。   

  

 本年１１月１０日現在の労働災害による死亡者数は、４７人で前年同期

比５人、率にして１１．９％増加している。 

 このうち、製造業における死亡者数は１３人で、前年同期比７人、率に

して１１６．７％増加している。特に、多発傾向にある機械等による「は

さまれ・巻き込まれ災害」の防止対策の徹底を図るよう指導することとし

ている。 

 また、建設業は業種別で最多の１６人が死亡し、全産業の３４％に当た

る。建設業における１６人の死亡災害をみると、墜落・転落災害が１０人

（前年同期６人）と最も多く、過半数を占めていることから、足場等から

の「墜落・転落災害」の防止対策の徹底を図るよう指導することとしてい

る。 

 １２月は監督署における集中的な立ち入りによる監督指導及び個別指導

を実施するとともに、労働災害防止団体等と連携した工場や建設現場へ

のパトロールのほかあらゆる機会をとらえ、年末の労働災害防止につい

て呼びかけていくこととしている。 

 なお、労働災害防止対策に係る重点指導項目については以下のとおりで

ある。 
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【製造業】  

 ①作業開始前のＫＹ活動（危険予知活動）を実施すること 

 ②クレーン等の危険作業における、有資格者の配置を徹底すること 

 ③フォークリフト作業時における作業計画を策定し、遵守すること 

 ④プレス作業などの危険作業における安全装置の有効使用を徹底すること 

 ⑤機械の掃除や修理時における当該機械の運転停止措置を徹底すること 

 

【建設業】  

 ①作業開始前のＫＹ活動（危険予知活動）を実施すること 

 ②クレーンの運転、足場の組立等の危険作業における、有資格者の配置を

徹底すること 

 ③足場の手すり設置、開口部の養生などの墜落・転落防止措置を徹底する

こと 

 ④スレート屋根上の作業における、踏み抜き防止措置を徹底すること 

 

 

（添付資料） 

死亡災害発生状況（平成 23 年 11 月 10 日現在） 

 

 

 



平成２３年１１月１０日現在   (速報値）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

業種 1 3 11 1 4 8 2 6 8 2 1

全産業 1 4 15 16 20 28 30 36 44 46 47

製造業 4 3 3 5 5 8 6 9 3 3 5 9

鉱業 4 7 10 15 20 28 34 43 46 49 54 63

建設業 4 4 6 8 5 5 12 12 3 1 6 6

交通運輸業 4 8 14 22 27 32 44 56 59 60 66 72

陸上貨物運送業 5 5 8 6 10 3 11 5 3 2 6 7

港湾荷役業 5 10 18 24 34 37 48 53 56 58 64 71

林業 7 7 14 4 11 6 6 10 8 7 7 12

商業 7 14 28 32 43 49 55 65 73 80 87 99

その他の事業 発生月ごとに計上した件数。

受理（把握）件数で計上。 平成19年、20年、21年、22年の数値は確定値、　23年の数値は未確定である。

平成２３年１１月１０日現在
工事の種類

災害の種類

墜落・転落 1 1 3 3 1 5 6 10 6
飛来・落下 2
崩壊・倒壊・落盤
クレーン等の災害
建設機械等の災害 1 1 1 3
自動車等の災害 4 4 1 1 5
感電災害 1
爆発・火災等
取扱運搬等災害
その他の災害 1
合          計 1 1 5 3 8 1 6 7 16 13
前 年 同 期 1 1 2 3 4 7 2 2 4 13

平成２３年死亡災害発生状況
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平成２３年１１月１０日現在

6
 食料品
 繊維・繊維製品
 木材・木製品
 パルプ・化学
 鉄鋼・金属製品 5
 一般機械器具 1
 電気機械器具
 輸送用機械器具
 その他の製造業
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平成23年業種別、事故の型別死亡災害受理状況（速報値）

平成23年業種別、起因物別死亡災害受理状況（速報値）
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